
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 検証結果 
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１ 盛土と安全対策 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

＜事象＞ 
○ 静岡県熱海市において法令（静岡県土採取等規制条例・森林
法）※に違反したと思われる盛土が残置され、土石流災害が発生
した可能性がある。 
※他の法令に違反していたかは静岡県で事実確認中 

○ 不適切な事案に対しては、法令に基づき事業停止命令や罰則
を適用することとなるが、必要な指導等が行き届いていなかっ
た可能性がある（静岡県において事実確認中）。 

 
＜課題＞ 

○ 盛土の規制は様々な法令に規定されていることから、複数の
法令違反を伴う事案を踏まえ、不適切な盛土の発生を未然に防
止するため、関係機関が情報共有を行うとともに、責任をもっ
て調整・管理する体制が必要 

○ 熱海市の土石流災害を踏まえ、県内で同様の不適正事案が存 
  在しないか確認するため、盛土の総点検が必要 

＜現状・取組み状況＞ 
○ 盛土の規制について 
＜全国的な状況＞ 

個別法では対象とならない「盛土」に対する全国統一の基準・規
制はなく、２６都府県がそれぞれ独自で条例を制定し、規制してい
る。条例で定める罰則には上限が設けられており、適正処理の徹底
には限界があるため、令和３年７月１９日付けで全国知事会は国に
対し、盛土規制に関する法制化による全国統一基準・規制の要望を
行った。 

＜岐阜県の状況＞【表①参照】 
静岡県の盛土規制に係る条例は届出制であるのに対し、本県の条

例は許可制を採用するとともに、盛土等の施工中における月１回以
上の現場確認、施工完了時における構造の検査など、「盛土」に対す
る必要な規制を行っている。 

○ 盛土に係る情報共有について 
盛土も含め各種開発行為(１ha 以上の開発)を行う場合、「岐阜県土

地開発事業の調整に関する規則」により、県への協議を定めており、
県は事案に対し圏域ごとで「土地対策連絡会議」を開催し、関係機関
相互の情報共有を行っている。 

○ 砂防法や森林法違反等に対する処置について 
砂防指定地や森林等のパトロールを実施し、違法開発の早期発見と

事業者に対する指導を行っている。また、違法開発を把握した場合
は、事業者への継続的な指導及び現地調査を実施するとともに、その
状況については県ホームページで公表している。 

○ 県が発注する公共工事で発生する建設発生土及び建設廃棄物の処理に
ついて 
「岐阜県建設副産物有効利用及び適正処理実施要綱【建設４部】」に

基づき、建設発生土及び建設廃棄物は適正に処理されている。 

・ 建設発生土については、原則指定地への搬出としており、工事完
成時に再生資源利用促進実施書、工事図書等によって搬出先を確認
している。 

ただし、搬出量が１００㎥未満の場合は自由処分を可としている。 
・ 建設廃棄物については、処理完了後にマニフェストによって処理
状況を確認している。 

 
＜検証＞ 

○ 熱海市の土石流災害を踏まえ、盛土の総点検を実施 
○ 国の総点検に先行して、緊急調査を実施 
○ 建設発生土について、搬出量が１００㎥未満の場合も含め、直近
３年間の建設工事においてはすべて指定地処分を行っているが、引
続き、処分先を原則指定して、適正に処分する必要がある。 

 

① 連携体制の構築 
◎ 盛土規制の総合調整を担う組織の明
確化【県】 

（環境生活部、商工労働部、農政部、林政部、県土整備部、都市建築部） 
・ 盛土の規制について、総合調整や包
括的なとりまとめを担う組織の明確
化。併せて許可状況や不適正事案へ
の対応などの情報共有を行う「連携
会議」を定期的に開催する。 
（所掌） 
・許可申請事案、施行中の事案に関す
る情報共有 

・不適正の疑義がある事案に対する
関係法令の対応等情報共有 

・不適正事案への対応に係る進捗管理 
・岐阜県埋立て等の規制に関する条
例に関する事務 

 
○ 工期に基づく状況確認及び違反行為
の早期発見【県】 
（環境生活部、林政部、県土整備部） 
・ 県は、引続き、許可時の審査及び完
了時の現場確認並びに定期的なパト
ロールを実施し、無許可行為の防止
を図る。これらの取組みについて、関
係部局が連携して行い、無許可行為
の早期発見に努める。 

 
○ 県事務所環境課への技術系職員配置
【県】（環境生活部） 
・ 林地開発の許可が不要な埋立て等
であっても、専門的な知見による技
術的支援を要するものが多いため、
県は、全ての県事務所環境課に森林
系技術職員を配置済み。 

 
○ 市町村への周知徹底【県】（農政部） 
・ 県は、市町村を対象とした土地改良
事業に関する研修等において、技術
的審査を含めた適正な法手続きにつ
いて、周知徹底を図る。 

 
② 盛土の総点検【県・市町村】 
（危機管理部、環境生活部、商工労働部、農政部、林政部、県土整備部、都市建築部） 
◎ 盛土の総点検の実施 
・ 県では、国の総点検に先行して、
４３件の盛土について緊急調査を実
施済み。不備・不具合は確認されな 
かった。【表②参照】 

・ 国は、人家等に影響のある盛土につ
いて目視で点検を行うよう都道府県
に対し依頼しており、年内に暫定的
な点検結果をとりまとめる予定 

・ 県は、依頼に基づき点検を行い、不

＜静岡県熱海市における盛土について＞ 

(１)崩壊した盛土に係る静岡県の分析 

平成１９年３月、熱海市に対して県条例に基づく届出が提出され盛

土工事が行われたが工法は適切ではなかった。 

① 盛土高は15ｍ(標高365～380ｍ)で届出されていたが、実際の盛土    

高は35ｍ(同365～400ｍ)～52ｍ(同350～402ｍ)まで盛られていた可

能性がある。（推定） 

② 盛土量は3.6万㎥で届出されていたが、約5.4万㎥以上であること

は確実で、実際には約7万㎥に達していた可能性がある。（推定） 

③ 高盛土への適切な排水工は設置されていなかったように見える。（推定） 

④ 土圧や水圧が集中する盛土の下端部について35～50ｍの盛土高に

耐えられる強固な擁壁は届出書には示されていない。（確定） 

⑤ 再三、行政指導等が行われたが、不適切な盛土が残置された。（事実） 

(２)土石流災害発生時の気象条件 

土砂災害発生時における２４時間雨量、期間雨量は平成２３年以降

最大値であった。 

① 盛土が残置された平成２３年以降から土砂災害発生前までの降雨 

１時間雨量の最大値 63mm H28.7.20 22時～ 23時 

24時間雨量の最大値 251mm H26.10.5 11時～10.6 10時 

 期間雨量の最大値 274mm H31.10.10 1時～10.14 24時 

② 土砂災害発生時（令和３年７月１日４時００分から発災直前の７

月３日１０時００分まで）の降雨 

１時間雨量の最大値 24mm 

R3.7.1 4時～7.3 10時 24時間雨量の最大値 260mm 

 期間雨量の最大値 449mm 

 

 

出典：静岡県「副知事会見資料」をもとに作成 

    

 

＜県の緊急調査の概要＞ 
国の総点検に先行して緊急調査を行った。 

１ 盛土の把握 
許可・届出資料等のうち、過去５年分（２０１６年４月以降）に許可等

した盛土高５ｍ以上の盛土行為（現在行為中のものを除く） 
２ 重点点検対象エリア及び重点点検箇所 

国の総点検と同様 
３ 点検の観点 

国の総点検と同様 

◎：新規・拡充内容 

○：継続実施内容 

(注）雨量の観測局：静岡県設置 熱海雨量観測所(熱海市水口町) 
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備・不具合が確認された場合には、各
法令に基づき不具合等を解消するた
めの措置を実施 

・ 各法令に沿った是正措置が講じら
れるまでの間、当該盛土の安全性や、 
下流への影響を評価し必要に応じ
て、雨量計や土石流センサー等の設
置や市町村の避難情報発令基準等の
見直しを検討 

 
③ 建設副産物の処分【県】（県土整備部） 
◎ 建設副産物の適正な処分 
・ 県は、要綱に基づき、建設発生土及
び建設廃棄物の適正な処理を継続し
て実施する。なお、建設発生土の搬出
量が１００㎥未満の場合の自由処分
を可としていることについては、原
則指定地処分とするよう要綱の改正
を検討する。 
 

【盛土の規制に関する静岡県及び岐阜県の条例の比較】表① 
・静岡県は届出制だが、本県は許可制のため、許可基準に適合しない申請は不許可処分となる 
・立入検査は、静岡県は必要に応じて実施するが、本県は埋立て等の施工中に月１回以上実施するため、不適正状況の早期発見が可能 
・構造基準は、静岡県は条例・規則で規定していないが、本県は条例で規定しているため、法的拘束力が担保されている 
・盛土等の作業が完了した際、静岡県は完了の届出を規定するのみだが、本県では完了届を受けて構造基準との適合確認を行い、適合しない場合は是正するよう規定している 

 
 静岡県 岐阜県 

条例名 静岡県土採取等規制条例 岐阜県埋立て等の規制に関する条例 

目的 災害の発生防止、土の採取等の跡地の緑化 災害の発生防止、土壌汚染の防止 

規制対象 1,000㎡以上かつ 2,000㎥以上の土採取等（土地の採掘・埋土・盛土） 3,000㎡以上の埋立て等(埋立て・盛土・堆積) 

制度 届出制 許可制 

権限者 
県内 35市町へ権限移譲済 
（うち、24市町は１ha未満のみ移譲) 

県 
(１市は権限移譲済) 

構造基準 
条例・規則での規定なし 
(別途 技術基準を策定し通知で定める) 

条例で規定(規則に委任) 

立入検査 必要に応じて 必要に応じて（盛土等の施工中は月１回以上実施） 

報告徴収 必要に応じて 必要に応じて 

搬入土の事前届出 なし 要(5,000㎥ごと) 

完了確認 なし あり 

違反行為を発見した
場合の対応 

① 土砂の崩壊、流出等による災害が発生するおそれがあると認める
時は勧告 

② 勧告に従わない場合は措置命令 
③ 措置命令に従わない場合は、事業停止命令 
④ 事業停止命令に従わない場合は、罰則 

① 土砂の崩壊、流出等による災害が発生するおそれがあると認める
時等は事業停止命令又は措置命令 

② 事業停止命令又は措置命令に従わない場合は、罰則 

罰則 20万円以下の罰金 １年以下の懲役または 100万円以下の罰金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国の総点検の概要＞ 
総点検は、「１ 盛土の把握」に記載した手法等により点検箇所を抽出し、

「２ 重点点検対象エリア及び重点点検箇所」に重点を置きつつ、最終的には
「３ 点検の観点」に則って目視による点検を実施 
１ 盛土の把握 

① 許可・届出資料等から確認した盛土 
② 国から提供された盛土可能性箇所データ等から推定される盛土 
③ その他、各地方公共団体等において点検が必要と考える盛土 等 

２ 重点点検対象エリア及び重点点検箇所 
① 土砂災害警戒区域 

土石流に係る指定区域は区域の上流域、急傾斜地及び地すべりに係
る指定区域は区域内 

② 山地災害危険地区 
崩壊土砂流出の集水区域、地すべり及び山腹崩壊に係る地区は地区内 

③ 大規模盛土造成地 
３ 点検の観点 

① 許可・届出等の必要な手続きが行われているか 
② 手続き内容と現地の状況が一致しているか 
③ 災害防止に必要な措置がとられているか(排水設備の設置等) 
④ 禁止事項に関する確認(廃棄物の有無等) 
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【県の緊急調査】表② 

 

 

法令 件数

1 岐阜県埋立て等の規制に関する条例 7
2 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 1
3 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 -
4 自然公園法 -
5 岐阜県立自然公園条例 1
6 岐阜県自然環境保全条例 -
7 砂利採取法 1
8 採石法 1
9 土地改良法 -
10 農地法 1
11 農業振興地域の整備に関する法律 -
12 林政部 森林法 16
13 砂防法 9
14 道路法 1
15 地すべり等防止法 -
16 河川法 -
17 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 2
18 土地区画整理法 -
19 都市公園法 -
20 宅地造成等規制法 -
21 都市計画法 -
22 都市再開発法 -
23 都市緑地法 -
24 生産緑地法 -
25 岐阜県土地開発事業の調整に関する規則 1

41

大規模盛土造成地(宅地に限る) 2
43

※件数については、法令が重複するもの有

小計

合計

県土整備部

都市建築部

都市建築部

環境生活部

商工労働部

農政部

県の緊急調査実施件数
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２ 避難対策 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（１） 避難情報発令に関する県、市及び関係機関の対応 

＜事象＞ 

○ 熱海市は、７月２日１０時００分に高齢者等避難を発令した。 

○ 静岡県と静岡地方気象台は、２日１２時３０分に土砂災害

警戒情報を発表した。 

○ 熱海市は、土砂災害警戒情報発表後には避難指示を発令せ

ず、緊急安全確保を発令したのは土石流発生の後であった。 

【表①参照】 

○ 熱海市は、避難指示の発令を７月２日夕方と３日早朝に検

討したが、一時的に雨が弱まり、気象庁の雨量予報などをも

とに避難指示の発令を見送った。 

○ 気象庁の土砂キキクル（土砂災害危険度分布）では、熱海

市には継続して濃い紫（極めて危険）及び薄い紫（非常に危

険）（警戒レベル４相当）が出現していた。 

○ 避難情報の発令について、気象台は熱海市へ電話で助言した。 

 

＜課題＞ 

○ 防災気象情報を踏まえ、市町村が適切に避難情報を発令で

きるよう、市町村に対する助言や支援等が必要である。 

○ 適切な避難情報発令の考え方について、市町村長をはじめ

市町村職員が繰返し学ぶ機会が必要である。 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 土砂災害の発生のおそれがある全市町村（３４市町村）において、

土砂災害警戒情報の発表を、避難指示発令の基準としている。なお、

県内全市町村において、災害対策基本法改正に伴う、避難情報発令マ

ニュアル及び風水害タイムラインの見直しを実施済みである。 

○ 県は、河川・砂防業務を統一したホットラインマニュアルを整備し

ており、洪水予報河川及び水位周知河川の水位情報等と、土砂災害警

戒情報の危険なメッシュ情報等について、土木事務所長から市町村長

に対して避難情報発令に関する助言を行っている。 

○ 県は、土砂災害警戒情報が発表された場合、「岐阜県災害対策マニュ

アル」及び「岐阜県災害対策本部運営手引書」により次のとおり対応

している。 

 

○ 県は、市町村及び県民が早期の避難行動のため情報※を入手できる

よう、令和２年８月に「ぎふ土砂災害警戒情報ポータル」を改修し運

用している。 

 
○ 県は、熱海市での災害を踏まえ全市町村に対して「気象台が発表す

る最新の気象情報等に留意の上、人命を最優先に考え、空振りをおそ

れずに躊躇なく避難指示等を発令」するよう通知文書を７月７日に発

出した。 

○ 県では、市町村長を対象とした研修「トップフォーラム」を７月１

３日に開催し、「住民の避難行動」をテーマとした講演や適切な避難情

報の発令に関する演習を実施した。 

○ 岐阜地方気象台は、市町村とのホットラインを構築し、市町村長に

対して避難情報の発令のタイミングに関する助言を行っている。 

 

＜検証＞ 

○ 災害発生時には、県と市町村とのホットラインを活用した県からの

適時・的確な助言、市町村による適切な避難情報の発令が確実に機能

する必要がある。 

 

○ 市町村とのホットラインの運用 

【国・県・市町村】（危機管理部、県土整備部） 

・ 県は、引続き、市町村長が適切に状況

を把握し、避難情報を発令できるよう、

防災気象情報とともに、避難情報発令

に関する助言を実施する。 

・ 県は、毎年の防災訓練等を活用し、助

言の手順を全市町村において確認する。 

・ 県は、トップフォーラムを開催し、市

町村による適切な避難情報の発令に資

する演習等を行う。 

 

○ 風水害タイムラインの適宜見直し 

【市町村】（危機管理部） 

・ 市町村は、引続き、より適切な避難情

報の発令のため、必要に応じて、風水害

タイムラインの見直しを行う。 

 

○ 住民に分かりやすい情報発信【県】 

（県土整備部） 

・ 県は、土砂災害の危険度に応じて、適

切に避難が行われるよう「土砂災害警

戒情報ポータル」の更なる住民周知を

図る。 

 

 

※主な改修点 

・ 土砂災害危険度が変化する毎にポップアップ表示で自動通知

させるアラート機能の追加 

・ １ｋｍメッシュ毎にスネークラインで３時間先までの危険度

の予測が確認可能                   等 

・ 災害対策本部（第一非常体制）を設置し警戒にあたる。 

【表②参照】 

・ 「土砂災害警戒情報」が発表された場合、土木事務所長による避

難指示発令の助言実施状況や市町村の避難指示の発令状況を確認

する。 
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【気象情報等と県の防災体制】（表①） 

日時 気象情報等 熱海市の対応 静岡県 ＜参考：岐阜県＞ 

7/2  06:29 大雨警報（熱海市）  情報収集体制設置 警戒体制（警戒第二体制）設置 

10:00  高齢者等避難（レベル３）   

12:30 土砂災害警戒情報（レベル４相当）   災害対策本部設置 

7/3  10:30 熱海市伊豆山地区で土石流発生    

11:05  緊急安全確保（レベル５）   

12:00   災害対策本部設置  

【災害対策本部設置基準】（表②） 

静岡県 岐阜県（抜粋） 

・特別警報が発表されたとき 
・大規模な災害が発生し又は発生するおそれがあり、
知事がその対策を必要と認めるとき 

・大津波警報が発表されたとき 

・大雨・洪水・暴風警報の全てが発表されるに至ったとき 
・土砂災害警戒情報が発表されたとき（①） 
・氾濫危険水位に達した河川があるとき（②）  
・上記①②またはこれに準ずる気象現象に基づき避難指示が発令されたとき 

災害対策本部 
（第一非常体制） 

・緊急安全確保が発令されたとき 
・大雨特別警報、暴風特別警報、暴風雪特別警報、大雪特別警報が発表されたとき 
・局地的に特別警報に準ずる気象現象が発生したとき 
・顕著な大雨に関する気象情報が発表されたとき 
・国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）で「氾濫している可能性（黒）」
となったとき 

・氾濫開始相当水位に達した河川があるとき 
・土砂災害に関するメッシュ情報で「実況で土砂災害警戒情報の基準に到達」（濃い紫）
となったとき 

・県内の広範囲にわたる大規模な被害が発生又は予想されるとき 
・災害救助法を適用する災害が発生したとき 
・知事が必要と認めたとき 

（第二非常体制） 
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２ 避難対策 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（２） 避難行動要支援者への情報の伝達、誘導 

＜事象＞ 

○ 平成２９年２月に策定された「熱海市津波避難計画」によ

ると、伊豆山地区における避難行動要支援者は７５名いると

されている。 

 

＜課題＞ 

○ 関係者間で避難行動要支援者に係る情報共有がされなけ

れば、円滑な避難は困難と考えられるため、個別避難計画を

作成し、計画に基づき避難を実施する必要がある。 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 県内全市町村において、平成２８年３月３１日までに、避難行動要

支援者名簿の作成が完了している。そのうち４１市町村は、本人の同

意を得たうえで、平時から、警察、消防等の関係機関へ名簿を提供し

ている。 

○ 令和２年１０月１日調査時点において、３４市町村で個別避難計画

の作成に着手しており、４市町で作成が完了している。 

 

○ 県は、個別避難計画の作成を推進するため、市町村の福祉・防災担

当者向け研修会を実施している。 

 

＜検証＞ 

○ 避難行動要支援者への避難支援を適切に実施するために、市町村は

関係機関への名簿の提供及び個別避難計画作成の必要がある。 

○ 市町村防災アドバイザーチームによる聞取りの中で、個別避難計画

の作成が進まない要因として、市町村、自治会、民生委員、社会福祉

協議会等の連携不足、市町村職員のマンパワー不足などが挙げられ

た。 

 

 

 

○ 平時における名簿提供の促進 

【県・市町村】（危機管理部） 

・ 県は、平時における関係機関への避

難行動要支援者名簿の提供が行われる

よう、引続き市町村に働きかける。 

 

◎ 個別避難計画の作成支援【県・市町村】 

（危機管理部、健康福祉部） 

・ 県は、危機管理部と健康福祉部を主

とした市町村支援チームを編成し、関

係者の連携を図るための研修会の開催

や、他市町村の取組状況や先進的な取

組事例を収集し、市町村の個別避難計

画の作成を支援する。 

・ 県は、市町村ヒアリングにより、個

別避難計画作成に向けた個別課題を聞

き取り、助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 令和２年５月の災害対策基本法改正により、個別計画の名称が

「個別避難計画」となり、市町村による作成が努力義務となった。 
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２ 避難対策 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（３） 住民の避難意識の向上 

＜事象＞ 

○ 土石流発生前の７月２日１０時００分に、熱海市全域（２

１，３７８世帯３５，６０２人）に高齢者等避難が発令され

ていたが、翌３日６時３０分時点で避難所に避難していたの

は４世帯６人だった。 

○ 自宅近くを土石流が流れた後で避難したという熱海市の

８０代男性は「６０年間住んでいるが災害はなかった。逃げ

ようと思わなかった」と振り返る。 

（岐阜新聞令和３年７月１４日付掲載 共同通信社配信） 

 

＜課題＞ 

○ 自らの命を守るためには、過去の経験にとらわれることな

く、住民自らが自宅等の自然災害リスクに応じた適切な避難

について認識し行動する必要があるが、正常性バイアスが働

き、十分には浸透していないと考えられる。 

 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 県や市町村は、住民に対し自宅周辺の危険箇所又は災害リスクの確

認や、避難所以外への避難の検討について、平時から呼びかけている。

また、県民の一層の防災意識・知識の向上による自助・共助の意識の

底上げを図るため、「災害から命を守る岐阜県民運動」を展開してい

る。 

○ 県及び清流の国ぎふ防災・減災センターが共同で実施した令和２年

７月豪雨災害における住民避難行動実態調査において、回答者の約７

４％（１，０５８人中７８５人）が避難行動を取らなかったと回答し

ている。避難行動を取らなかった理由として、「過去の経験から大丈夫

と思った」が約５０％と最も多かった。 

○ 県では、平成３０年７月豪雨災害の検証結果を踏まえ、住民一人ひ

とりの災害リスクを特定し、避難行動を促進するため、住民が自らの

災害リスクを認識し、避難行動を記載する「災害・避難カード」の普

及に取り組んでおり、令和３年３月末時点で少なくとも４，７４５人

が「災害・避難カード」を作成している。 

○ 地域や仲間内で「災害・避難カード」を普及する指導者の養成講座

を、これまでに１８３人が受講した。 

○ 県では、カード作成の利便性を高めるため、これまでの紙版に加え、

スマートフォンによるデジタル版「災害・避難カード」を作成できる

ＷＥＢウェブサイトを今年度構築予定。 

 

 

＜検証＞ 

○ 「過去の災害を知る」、「ハザードマップを確認する」など、日頃か

ら自宅周辺の危険箇所又は災害リスクを確認するよう、引続き、県民

への啓発が必要である。 

○ 「災害・避難カード」の更なる普及促進を図り、住民が適切に避難

行動をとれるよう支援する必要がある。 

 

 

◎ 「災害・避難カード」の普及促進によ
る住民の適切な避難行動の支援 
【県・市町村】（危機管理部） 
・ 県は、「災害・避難カード」の認知度

向上のための動画のＷＥＢ配信など
の広報を行う。 

・ 県は、市町村が開催する「災害・避
難カード」作成講習会へ講師を派遣し
市町村の取組みを支援する。 

・ 県は、地域や職場での「災害・避難カ
ード」作成の取組みを広めるため、指
導者養成講座を継続実施する。 

・ 市町村は、地域の防災訓練などで、
指導者養成講座受講者や自主防災組織
等と連携し、「災害・避難カード」の普
及活動を実施する。 

・ 市町村は、利用者の特性に合わせて、
デジタル版と従来の紙版を使い分け、
住民による「災害・避難カード」作成
を促進する。 

 

○ 「災害から命を守る岐阜県民運動」の
展開【県・市町村】（危機管理部） 
・ 県及び市町村は、啓発イベントであ
る「ぼうさいキャラバン」をはじめ、新
聞・ラジオ・ＳＮＳなど各種メディアを
通じた広報や防災関係団体が行う訓練・
講座等による体験や学習などを通じ
て、住民が「自らの生命は自ら守る」
ことができるよう、自助・共助の意識
の底上げを図る。 

 
◎ リアリティ、切迫感のある広報・啓発
【県】（危機管理部） 
・ 県は、デジタル技術を活用した災害
リスクの可視化や災害の疑似体験によ
り、県民が正常性バイアスに陥ること
なく避難行動をとれるように促す。 

 
○ 住民主体の適切な避難行動の実行【県民】 

（危機管理部） 
・ 県民は、ハザードマップの確認や、「災
害・避難カード」の作成、防災訓練への
参加などを通じて、平時から「自らの生
命は自ら守る」意識を持ち、自らの判断
と意思で避難行動を実行する。 

＜デジタル版「災害・避難カード」について＞ 

・ 新型コロナウイルス感染症対策により、従来のような多くの住民

が一堂に会する研修会やワークショップの開催が困難な状況におい

て、「災害・避難カード」の普及促進に寄与することが期待される。 
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３ 被災者支援等 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（１） 広域応援体制 

＜事象＞ 

○ ７月３日１３時３０分、静岡県は消防庁に緊急消防援助隊

の出動を要請した。これを受け消防庁は、横浜市、静岡市、

東京都、神奈川県に出動を要請した（５日９時０７分に指示

に切替え）。 

○ 以降、愛知県、山梨県、長野県、群馬県、栃木県、茨城県、

岐阜県に出動が指示され、現地で救助活動にあたった（２６

日までに全隊撤収済み）。 

 

 
 

＜課題＞ 

○ 有事に際して迅速かつ適切に対処できるよう、関係機関の

連携や訓練の実施が必要である。 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 緊急消防援助隊岐阜県大隊は、県内全２０消防本部からの小隊で構

成されており、被災地の消防機関だけでは対処できない事態が発生し

た際に、消防庁長官の指示等により被災地に派遣される。 

○ 岐阜県大隊の迅速な出動及び的確な応援活動実施のために「緊急消

防援助隊岐阜県大隊応援等実施計画」を策定しており、随時、計画の

見直しを実施している。 

 

 

＜検証＞ 

○ 岐阜県大隊は、県内全２０消防本部からの小隊で構成されているた

め、県と消防機関との円滑な連携が必要となるが、今回の派遣におい

ては、代表消防機関である岐阜市消防本部と綿密に情報共有を図り、

消防庁からの指示に対して迅速かつ適切に出動することができた。 

今後も有事に際して迅速かつ適切に対処できるよう、連携や訓練の

実施が必要である。 

○ 今回の派遣に伴い新たに判明した課題・意見等を県内消防本部と情

報共有し、「緊急消防援助隊岐阜県大隊応援等実施計画」に反映させ

ていく必要がある。  

○ 今回は応援出動であったが、本県が被災した場合は受援側となるた

め、円滑に受援できるよう訓練が必要である。 

 

 

○ 各種訓練の実施【県・市町村】 

（危機管理部） 

・ 県及び市町村は、円滑な出動、災害

対応能力の向上のため、岐阜県大隊訓

練を実施する。 

 

◎ 県計画の一部改正【県】（危機管理部） 

・ 県は、新たな課題・意見等を反映さ

せるため、緊急消防援助隊岐阜県大隊

応援等実施計画の一部改正を行う。 

 

○ 受援訓練の実施【県】（危機管理部） 

・ 県は、本県が被災した場合に円滑に

受援できるよう、県防災訓練等におい

て受援訓練を実施する。 

○緊急消防援助隊岐阜県大隊の活動 

・ ７月１９日、静岡県熱海市伊豆山地区の行方不明者の

捜索活動を行うため、消防庁長官から緊急消防援助隊岐

阜県大隊の出動が指示された。 

・ ２０日から２６日までの７日間において、県内全２０

消防本部から、２５隊延べ１３０人が出動して救助活動

を実施した。 

・ 県は、岐阜市消防本部に設置された後方支援本部と調

整し、隊員の飲料等や２次隊派遣用のバスの手配等の後

方支援を行うとともに、消防庁と県内消防本部との連

絡・調整を行った。 

○過去の緊急消防援助隊岐阜県大隊の活動実績 

・ 平成２６年度 御嶽山噴火災害 

１０月１４日～１７日 延べ１０隊５０人 

・ 平成２２年度 東日本大震災 

３月１１日～４月１日 延べ１３６隊５３６人 
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３ 被災者支援等 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 
（２） 捜索救助活動 

①緊急消防援助隊 
＜事象＞ 
○ ７月３日１３時３０分、静岡県は消防庁に緊急消防援助隊
の出動を要請した。これを受け消防庁は、横浜市、静岡市、
東京都、神奈川県に出動を要請した（５日９時０７分に指示
に切替え）。 

○ 以降、愛知県、山梨県、長野県、群馬県、栃木県、茨城県、
岐阜県に出動が指示され、現地で救助活動にあたった（２６
日までに全隊撤収済み）。 

 

  ○ 現場は山間の住宅地で大量の土砂に覆われており、大型重 
機の搬入も困難であったことから、捜索救助活動は難航した。 

 
＜現状・取組み状況＞ 
○ 岐阜県大隊の迅速な出動及び的確な応援活動実施のために「緊急消
防援助隊岐阜県大隊応援等実施計画」を策定しており、随時、計画の
見直しを実施している。 

○ 岐阜県大隊の災害対応能力の向上を図るために、各種訓練を実施す
るとともに、消火、救助、救急及び後方支援のための特殊消防車両や
各種災害対応用資機材を整備している。 

 
＜検証＞ 
○ 炎天下での過酷な捜索活動であったが、大隊長である岐阜市消防本
部職員の指揮のもと、事故なく的確な捜索活動が行われた。 

○ 活動期間中に１次隊と２次隊が交代したが、隊員派遣用のバスの運
行、隊員間の引継ぎ等が円滑に行われた。 

○ 今回は応援出動であったが、本県が被災した場合は受援側となるた
め、円滑に受援できるよう訓練が必要である。 

 

 

○ 各種訓練の実施【県・市町村】 
（危機管理部） 

・ 県及び市町村は、円滑な出動、災害対
応能力の向上のため、岐阜県大隊訓練
を実施する。【再掲】 

・ 県は、本県が被災した場合に円滑に
受援できるよう、県防災訓練等におい
て受援訓練を実施する。【再掲】 

 
②広域緊急援助隊 
＜事象＞ 
○ ７月３日１６時１９分、静岡県警機動隊が現地に到着し、
１７時５９分から救助活動を開始した。同日、関東管区機動
隊も活動を開始した。 

○ 警察では３日から、警察庁災害対応指揮支援チームを静岡
県熱海警察署へ派遣するとともに、広域緊急援助隊をはじめ
とした警察災害派遣隊を静岡県に派遣している。 

 

 
＜現状・取組み状況＞ 
○ 県警察では、即応部隊と一般部隊からなる岐阜県警察災害派遣隊を
編成し、災害対策に係る広域的な部隊運用を図っている。 

○ 部隊の救出救助能力等の向上のため、各種の訓練を実施するととも
に、バックホウやドローン等の災害対策用装備資機材を整備してい
る。 

〇 今回の災害対応により、被災情報の収集に関し、ドローンの有用性
が確認されている。 

 

＜検証＞ 
○ 岐阜県警察災害派遣隊は、自県の災害のみならず他県の災害にも対
応することから、あらゆる災害に対し各種の災害警備活動をすること
ができるよう、効果的な訓練を実施するとともに、ドローン等の災害
対策用装備資機材を拡充整備することにより、災害対処能力の向上を
図る必要がある。 

 

○ 救出救助訓練の実施【県】 
（警察本部） 

・ 県は、大規模災害を想定した訓練を
通じ、広域緊急援助隊をはじめ各種部
隊の救出救助能力の向上を図る。 

 
○ 災害対策用装備資機材の整備等【県】 

（警察本部） 
・ 県は、大規模災害発生時の部隊活動に
必要なドローン等の装備資機材を拡充
整備するとともに、バックホウ、ドロー
ンのオペレーターの充実強化を図る。 

 

③自衛隊 
＜事象＞ 
○ ７月３日１２時００分、静岡県は自衛隊に災害派遣を要請
し、自衛隊は３１日まで人命救助活動等に従事した。 

  

＜課題（共通）＞ 
○ 迅速な捜索救助活動のため、他機関からの応援部隊を円滑
に受け入れる必要がある。 

○ 山間の住宅地で大量の土砂に覆われている場合、大型重機
の搬入が困難となり、捜索救助活動が難航するおそれがある。 

  

○緊急消防援助隊岐阜県大隊の活動 

・ ７月１９日、静岡県熱海市伊豆山地区の行方不明者の捜索活動を行う
ため、消防庁長官から緊急消防援助隊岐阜県大隊の出動が指示された。 

・ ２０日から２６日までの７日間において、県内全２０消防本部か
ら、２５隊延べ１３０人が出動して救助活動を実施した。 

・ 県は、岐阜市消防本部に設置された後方支援本部と調整し、隊員
の飲料等や２次隊派遣用のバスの手配等の後方支援を行うととも
に、消防庁と県内消防本部との連絡・調整を行った。 

○岐阜県の広域緊急援助隊の活動 

・ 静岡県熱海市伊豆山地区にて発生した土石流に伴う各種災害警
備活動に万全を期すため、静岡県公安委員会から岐阜県公安委員会
に対し、警察法に基づく援助の要求がなされた。 

・ ７月９日から１５日までの間、岐阜県警察災害派遣隊の即応部隊であ
る広域緊急援助隊９名が、静岡県熱海市において救助活動等を実施した。 
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（３） 安否確認及び行方不明者の氏名等公表 

＜事象＞ 

○ 熱海市は７月３日に安否不明者を約２０名と発表してい

たが、正確な人数の把握が困難だったため、住民基本台帳で

２１５名の住民一人ひとりを確認し、４日２０時００分時点

で確認の取れていない人数を１４７名と公表した。 

○ 静岡県と熱海市のどちらが氏名等を公表するのかマニュ

アル等で明確になっていなかった上、公表のタイミングも二

転三転した。 

〇 発災から７２時間が迫った５日２０時３０分に、静岡県は

安否不明者６４名の氏名、性別、住所を公表した。また、６

日には熱海市のとりまとめとは別に、静岡県警への通報をも

とに、連絡がとれない５人の氏名と性別を公表した。 

○ ６日１９時００分までに、本人、知人等からの生存連絡を

受け、安否不明者を２４名にまで絞り込んだ。 

○ 熱海市長は、安否の確認が取れていない６４名のうち４１

名の生存を確認できたのは氏名等公表の成果であり、今後の

捜索にもプラスになると語った。 

 

＜課題＞ 

○ 発災後約５８時間後に公表されているが、迅速な救助・救

援活動に資する場合は、早期に氏名等公表を行うことが重要

である。 

○ 住民基本台帳で把握できない別荘利用者等についても、人

数や居住の有無等の情報を把握する必要がある。 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 国の防災基本計画において、人的被害の数については、県が一元的

に収集、調整を行うものとされている。 

○ 県では、「岐阜県災害対策マニュアル」において死者・行方不明者の

氏名等公表の基準を定めており、災害の状況や被災者の事情等、個別

の事案ごとに、警察、市町村、遺族・家族などの関係者と協議し、条

件が整えば公表することとしている。 

○ また、氏名等公表の具体的な運用方針として、遺族・家族の同意を

公表の条件とするが、救助・捜索活動の円滑化に資する場合には、同

意の有無にかかわらず公表することも検討することとしている。 

○ これまでに氏名等公表の検討及び公表をした事例はない。 

○ 県では、令和３年２月に県内の別荘管理業者の連絡先をとりまと

め、市町村へ周知している。また、定期的に別荘管理業者の連絡先を

確認し、更新している。 

 

＜検証＞ 

○ 県の氏名等公表の基準はあるものの、市町村により考え方に差があ

るため、統一的な基準が必要である。 

○ 災害時における行方不明者の氏名等公表の主体及び権限が明確に

なっていないため、法令等で明確に定める必要がある。 

 

 

 

 

◎ 氏名等公表に係る手順等の整理 

【県・市町村】（危機管理部） 

・ 県は、既に整理した氏名等公表の基

本的な考え方及び全国知事会のガイド

ラインを踏まえ、県警や市町村と調整

の上、氏名等公表の具体的な手順等を

マニュアル化する。 

 

○ 氏名等公表に関する関係者間の協議

【県・市町村】（危機管理部、警察本部） 

・ 災害時には実際の災害の状況や被災

者の事情等、個別の事案ごとに、県・警

察・市町村等による協議を行う。 

 

○ 氏名等公表の主体・権限の明確化、統

一基準策定の要望【県】（危機管理部） 

・ 県は、国に対し、氏名等公表の主体と

権限を法令上に明確に位置づけること、

全国統一の公表基準を設けることを要

望する。 
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（４） 避難先の確保（民間宿泊施設の活用） 

＜事象＞ 

○ 熱海市は、７月４日まで小中学校など約１０箇所に避難所

を設けていたが、５日朝までに避難者を市内２箇所のホテル

に移動させた。その際、地元住民と高齢者施設入所者を分け

て、各ホテルに収容した。 

○ １３日時点で高齢者施設入所者は全員元の入所施設に帰

所した。 

○ ２０日、熱海市はホテルに避難していた住民を市内の別の

ホテル２箇所に移動させた。 

○ 避難者の精神面での健康管理のため、４日から２０日にか

けてＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）が、２０日以降は

静岡県公認心理師協会から公認心理師が派遣された。 

 

＜課題＞ 

○ 新型コロナウイルス感染防止対策のため避難所の収容人

数が減少し、民間宿泊施設への避難をはじめ、避難方法の多

様化に対応する必要がある。 

○ 民間宿泊施設の借上げ期間が長期化するほど、借上げに要

する市町村の経費負担が大きくなる。 

○ 民間宿泊施設への避難をはじめ、分散避難に伴う避難方法

の多様化を踏まえ、避難所以外への分散避難者の心身の状況

把握が必要である。 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 県では災害救助法の適用を受ける大規模災害時に被災者が必要な

支援を受けられるよう、岐阜県旅館ホテル生活衛生同業組合と平成２

７年４月２４日に協定を締結している。 

 
○ 県は、市町村防災アドバイザーチームの個別訪問により、市町村に

対して民間施設等を避難所として活用するよう働きかけている。 

〇 県は、被災市町村が、民間団体等の所有する研修所や宿泊施設等を

要配慮者等の避難所として活用する際の借上げ経費を「避難所生活環

境確保事業費補助金」の助成対象としている。 

〇 災害時に避難所として活用させてもらえるよう、県内７市（岐阜市、

高山市、美濃加茂市、土岐市、恵那市、飛驒市、下呂市）が民間宿泊

施設と協定を締結している（令和３年７月３１日時点）。 

○ 県は、市町村と民間施設等との協定締結を促進するため、先進市町

村の事例や協定様式を市町村に情報提供している。 

〇 県は、市町村の新たな避難先としての検討が進むよう、避難先とな

りうる県有施設の一覧を市町村に情報提供している。 

○ 県は、コロナ禍において生じた分散避難のニーズを踏まえ、住民自

らが避難行動について情報発信する方法を調査するとともに、下呂市

及び安八町が実施する防災訓練を利用して、チャットボットや位置情

報等を活用した実証実験を実施している。 

○ 県では、大地震や豪雨といった災害時に被災地に駆けつけ、精神医

療活動を行うＤＰＡＴを整備している。 

 

＜検証＞ 

○ 新型コロナウイルス感染防止対策のため避難所の収容人数が減少

し、発災時に避難所の収容能力を超える事態に備え、避難先の選択肢

を増やす取組みが必要である。 

○ 避難先としての民間宿泊施設の活用について、協定締結済みの市町

村は７市にとどまっており、それ以外の市町村も災害時に速やかに、

民間宿泊施設に避難所としての活用に協力いただける体制の構築が

必要である。 

○ 分散避難に伴う避難先の多様化を踏まえ、避難所以外の分散避難者

の心身の状況を把握するためのツールが必要である。 

○ 被災者のＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）をはじめとする様々

な心理的な反応への専門的なケアが必要である。 

 

○ 民間施設等の活用促進【県・市町村】 

（危機管理部） 

・ 県は、市町村が民間団体等の所有す

る研修所や宿泊施設等を要配慮者等の

避難所として活用する際の借上げ経費

について、「避難所生活環境確保事業費

補助金」により補助を実施する。 

・ 県は、災害発生時に民間宿泊施設や

事業所の会議室等を避難先として活用

できるよう、市町村による協定締結等

事前の取組みを促す。 

 

○ 分散避難者の把握・支援【県】 

（危機管理部、健康福祉部） 

・ 県は、個室避難者をはじめ分散避難

者支援のための状況把握について、実

証実験等を踏まえて、具体的な手法を

検討する。 

・ 県は、専門的な精神医療を被災者に

提供できるよう、継続してＤＰＡＴチ

ームを養成する。「岐阜ＤＰＡＴの派遣

に関する協定」を締結した医療機関を

対象に、災害精神医療の基礎から現場

で活動するためのノウハウの習得まで

を目標に研修を継続的に実施し、ＤＰ

ＡＴ派遣体制の強化を図る。 

〇協定の主な内容 

(１) 食材の提供 

(２) 料理、弁当等の食品の提供 

(３) 炊出し 

(４) 入浴サービス、貸しタオルや石鹸等の提供 

(５) 要配慮者等に対する宿泊施設の提供 
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（５） 応急給水の実施 

＜事象＞ 

○ 熱海市伊豆山地区の配水池が損壊し断水が発生した。 

○ 熱海市は、給水パックの個別配布や給水車により応急給水

を実施するとともに、日本水道協会静岡県支部へ給水車の派

遣を要請した。 

〇 熱海市は、減圧弁の設置やバルブ操作により別水系からの

通水を行い、断水の応急復旧を実施した。 

 

＜課題＞ 

○ 断水が発生した地区において迅速に応急給水が実施されてお

り、平常時から体制を整備しておくことが重要である。 

 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 県は、「岐阜県水道災害相互応援協定」を全ての市町村との間で交

わし、従前から災害時の相互応援に備えるとともに、各水道事業者（市

町村）における応急給水資材及び応急復旧資材の整備状況について、

情報収集、共有を行っている。 

〇 県は、「災害時における応急復旧の応援に関する協定書」を岐阜県

管設備工業協同組合との間で交わし、応援体制を整備している。 

〇 毎年、水道事業担当者会議において、市町村の水道担当者に対して

応急給水資材や応急復旧資材の準備等を要請するなどし、応急給水体

制及び応急復旧体制の強化を図っている。 

 

＜検証＞ 

○ 熱海市の事例を含め、他都道府県事例を参考に応急給水体制及び応

急復旧体制の強化を図る必要がある。 

 

 

 

 

〇 応急給水体制及び応急復旧体制の強化

【県・市町村】（健康福祉部） 

・ 県は、他都道府県を含めた災害対応

事例を収集し、市町村水道担当者研修

会などで紹介することにより、引続き

市町村の応急給水体制及び応急復旧体

制の強化を図る。 

・ 集落単位の水源からのみ給水してい

る地域では、当該水道施設が被災した

場合、長期にわたり給水できない状態

となるため、県は、水道事業者に対し

て、連絡管の設置や複数水源の確保等

による広域的なネットワークの構築に

ついて助言を行う。 

 

〇 応急給水対応及び応急復旧対応【市町村】 

（健康福祉部） 

・ 市町村は、引続き、災害などの様々な

事態を想定し、必要な応急給水資材及

び応急復旧資材の整備を進める。 
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（６） 地域の道路不通への対応 

＜事象＞ 

○ 国道１３５号は、捜索救助を優先する観点から、発災から

７月２９日の規制解除までの約２６日間通行止めとなった。 

○ 有料の熱海海岸自動車道（熱海ビーチライン）は、地元住

民に限り７月８日から無料開放となり、その後、国道１３５

号の通行規制が解除されるまでの間、地元住民以外の一般車

両も対象に無料開放となった。 

○ 国道１３５号の通行規制解除後においても、暫定基準とし

て下記の場合に全面通行止めを実施（下記のいずれかを観測

した場合） 

  降雨量：時間雨量１０ｍｍ以上または連続雨量５０ｍｍ以上 

  地盤伸縮計：１時間当たり２ｍｍ以上の移動を観測 

 

＜課題＞ 

○ 主要な道路が不通になった際、代替え路を含め早期に機能

を確保する仕組みが求められる。 

 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

〇 県では、（一社）岐阜県建設業協会や（一社）岐阜県測量設計業協会

などの関係団体と災害応援協力協定を締結し、災害時における道路啓

開や測量・調査・設計、応急復旧工事を迅速に実施する体制を整えて

おり、災害発生時には効果的に機能している。 

〇 平成３０年３月に「岐阜県道路啓開計画」を策定し、道路啓開の優

先順位を定めるとともに、国や市町村とも連携し、毎年３地域で道路

啓開訓練を実施している。 

〇 令和２年度末時点で県内に１０箇所の備蓄拠点を整備し、災害に伴

う道路不通時における応急復旧に必要な資機材を配備している。 

〇 令和元年台風第１５号災害を教訓として、道路啓開作業をより迅速

に行うため、各電線管理者（中部電力（株）、関西電力（株）、北陸電

力（株）、西日本電信電話（株））と災害時における相互連携協定を締

結している。 

 

 

＜検証＞ 

〇 県と建設業協会等との災害発生時の災害応援協力体制については、

これまでの災害において大きな混乱は確認されておらず、十分機能し

ているが、初動時には交通誘導に係る人員不足がみられるため、県と

して貸出用の車載型電光表示板等の資機材を整備する必要がある。 

○ また、令和２年７月豪雨災害の検証に基づき、現在の備蓄拠点等か

ら速やかに到達することが困難なエリアを補完する観点から、追加の

拠点を整備していく必要がある。 

 

 

○ 道路啓開訓練の実施【国・県・市町村】 

（県土整備部） 

・ 県は、迅速な道路啓開に向けた作業の

実効性を高めるため、引続き国や市町村

と連携して道路啓開訓練を実施する。 

 

◎ 備蓄拠点及び資機材の追加整備【県】 

（県土整備部） 

・ 県は、県内に整備済みの災害時応急

対策用資機材備蓄拠点に加え、迅速か

つ安全な応急対策が可能となるよう更

なる拠点の追加整備を進めるととも

に、必要な追加資機材の配備を進める。 

・ 県は、災害時の交通誘導員の不足に

際しても迅速かつ円滑な交通規制・交

通誘導を可能にするため、車載型の電

光表示板を各土木事務所に計画的に配

備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）令和２年７月豪雨災害の事例 

・ 国道１５８号（高山市内）や県道湯屋温泉線（下呂市内）等の通

行止めに対し、早期交通開放に向けた取組みとして、土砂災害のお

それがある区間に個別の雨量規制基準を設定することで、通行止

め解除をした。 

・ 国道４１号（下呂市小坂町門坂地内）における道路流失による通

行止めに対し、国と中日本高速道路（株）は東海環状自動車道美濃

加茂ＩＣ～東海北陸自動車道飛騨清見ＩＣ間を全車種無料化した。 
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（７） 罹災証明書の発行 

＜事象＞ 

○ 熱海市は、伊豆山地区における住家被害認定調査業務にお

いて、実地調査に支障を生じる区域・住家被害状況の詳細把

握が困難な箇所等を中心に、当該調査業務の補完のためのド

ローン撮影を実施した。 

○ 熱海市は、被災者相談窓口を以下のとおり開設した。 

期間：７月２６日～８月１０日 

場所：熱海市総合福祉センター３階 

○ 熱海市は、立入禁止区域内で被害が明らかな家屋のうち事

前調査で被害の程度が判定できたものについて、順次、罹災

証明書等の申請受付・発行している。 

○ 熱海市の調査では、少なくとも約５０棟が「全壊」の状態

とみられ、うち事前調査が済むなどした３５世帯には個別に

連絡するなどして７月２４日までに罹災証明書を交付した。 

 
○ 救助活動が長期化し、家屋の被害状況の調査のために職員が

現地に入れない状況が継続したことで、発災から２週間が経過

した時点でも罹災証明書の発行手続きが行えていなかった。 

 

＜課題＞ 

○ 家屋の被害状況調査のための現地確認が困難な状況下で

も、早期の生活再建に向けた罹災証明のため、調査を行う必

要がある。 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 県では、平成２６年度から市町村の担当職員向けに、外観目視のみで

の判定基準や、航空写真を利用した被害認定方法など住家被害認定調査

業務に必要な知識と技術を習得するための研修会を実施している。 

 

＜検証＞ 

○ 県は引続き、市町村職員が必要な知識を習得できるよう住家被害認

定調査の研修を平時から実施する必要がある。 

○ 市町村は、ドローンで撮影した航空写真を活用した判定手法を取り

入れるなどして、調査の効率化・迅速化による罹災証明書交付までの

期間短縮を図る必要がある。 

 

〇 住家被害認定調査研修の実施 

【県・市町村】（危機管理部） 

 ・ 県は、災害発生時に市町村において速

やかに罹災証明書が発行できるよう、

平時から住家被害認定調査業務を行う

ことができる職員を養成するため、熱

海市でのドローンを活用した航空写真

の撮影などの効率化・迅速化の事例紹

介も含めた研修を継続実施する。 

 

◎ 住家被害認定士制度（仮称）の検討【県】 

（危機管理部） 

 ・ 県は、災害発生時の被害状況調査の

迅速化・統一化及び罹災証明書交付の

円滑化を図るため、被害状況調査に係

る十分な知識と技術をもった市町村職

員を養成するための制度を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○内閣府「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（令

和３年３月） 

・ 「外観による判定」において、発災前後の航空写真

等が入手でき、現地調査が行えない場合など、航空写

真等を活用することが調査の効率化・迅速化に資す

ると判断される場合には、当該航空写真等を利用し

て「全壊」の判定を行うことが可能 

○内閣府「災害に係る住家被害認定業務実施体制の手引

き」（令和３年５月） 

・ 現地調査は行方不明者の捜索後となる。それまでの

間は、空中写真等をもとに流失した住家を確認する。 

35



 

 

 

 
  

３ 被災者支援等 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（８） 応急仮設住宅の確保 

＜事象＞ 

○ 熱海市は、市内に平地が少ないため新たに仮設住宅を建設

するのは現実的でない旨の見解を示した。 

○ 静岡県及び熱海市は、罹災証明で所有家屋等が全壊又は半

壊と判定された被災者に提供する応急的な住まいとして県

営住宅、市営住宅及び民間賃貸住宅などを確保した（入居期

間は最長２年間）。 

〇 静岡県は熱海市伊豆山地区にある県営七尾団地内の駐車場

に、４０戸が入る災害公営住宅を２棟建設する方針を示した。 

 

＜課題＞ 

○ 避難住民の早期生活再建のため、災害による住宅被害を想定

した仮設住宅建設用地の検討等、事前の対策が必要である。 

 

＜現状・取組み状況＞ 

〇 県は、罹災証明書が発行される災害による被災者のうち、要件を満

たす者を対象に、県営住宅の空き住戸を最長２年間無償で提供できる

体制を整えている。また、災害用提供住戸を確保している。 

○ 災害時に民間賃貸住宅を被災者に円滑に提供するため、関係団体

（(公社)岐阜県宅地建物取引業協会、(公社)全日本不動産協会岐阜県

本部、(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会）と協定を締結している。 

○ 県は、市町村に照会して応急仮設住宅の建設可能用地の台帳を整

備し、毎年内容を更新している。 

 

＜検証＞ 

○ 災害時に、被災者に県営住宅の空き住戸等や民間賃貸住宅を提供で

きる体制は構築できているため、これを維持する必要がある。 

○ 応急仮設住宅の建設可能用地の台帳から、県内全体での建設可能戸

数は充足しているが、市町村間では差がある。 

 

 

 

○ 災害時の住宅支援に係る市町村担当者

会議の開催【県・市町村】（都市建築部） 

・ 県は、市町村に対する説明会や研修

会を定期的に開催し、災害公営住宅や

応急仮設住宅に関し必要な知識や情報

の共有、役割分担の確認等を行う。 

 

〇 応急仮設住宅の建設予定地確保の促進

【県・市町村】（都市建築部） 

・ 県は、応急仮設住宅の建設可能戸数

の充足率を高めるために、充足率が低

い市町村に対して重点的に働きかけを

行っていく。建設可能用地の確保が困

難な市町村に対しては、代替手段を検

討するよう助言する。 
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（９） 災害ボランティアの受入れ 

＜事象＞ 

○ ７月５日、熱海市社会福祉協議会が災害ボランティアセン

ターを開設し、被害規模から静岡県東部地区の居住者に限定

して、ボランティアの事前登録を開始した。ただし、被災地

域では救助活動が続いているため、ボランティア活動の開始

時期は未定と案内した。 

○ １５日、二次災害の可能性があり、ボランティア活動の見

通しが立たないため、事前登録を停止した（同日正午現在で

３，７９０名が登録）。 

○ ２１日、ボランティア活動を開始。ボランティアが活動で

きる範囲が狭いため、事前登録した熱海市の在住者のうち 1

日あたり２０～３０名が土砂の除去作業などを行っている。

活動にあたっては、災害時の対応を専門とする全国的な団体

の助言を受け、行政、社会福祉協議会、ＮＰＯ等が連携して

対応している。 

 

＜課題＞ 

○ 災害ボランティアを円滑に受け入れることができるよう、

研修や訓練の実施が必要である。 

 

 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 岐阜県社会福祉協議会は、県の補助を受けて、三者（行政、県・市

町村社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア団体等）連携による災害

ボランティアの受入体制強化のため、令和２年度から県、市町村、社

会福祉協議会の災害ボランティア支援職員に対する研修を実施して

いる。 

○ 岐阜県社会福祉協議会は、県の補助を受けて、令和３年６月に「災

害ボランティア事前登録システム」を構築し、災害ボランティアセン

ターの受付時における待ち時間の短縮、事前の必要事項の登録や受付

時間の設定等を可能にするとともに、市町村社会福祉協議会向けの操

作研修を実施している。 

 

＜検証＞ 

○ 大規模災害に備え、引続き災害ボランティアの受入体制強化のため

の研修を行うことに加え、市町村社会福祉協議会が災害ボランティア

センターを設置する場合等に設置される「岐阜県災害ボランティア連

絡調整会議」が、同センターの運営支援や情報共有を効果的に行える

よう、実動的な訓練を実施する必要がある。 

 

 

○ 災害ボランティアの受入体制の強化 

【県・市町村】（健康福祉部） 

・ 県は、災害ボランティアの支援を行う

県、市町村、社会福祉協議会等の職員向

けのスキルアップ研修などを実施する。 

 

○ 岐阜県災害ボランティア連絡調整会議

の設置訓練【県・関係団体】（健康福祉部） 

・ 県は、大規模災害発生時に速やかに

災害ボランティア受入れに係る総合調

整等を行う「岐阜県災害ボランティア

連絡調整会議」の設置訓練を行う。 
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（10） 災害廃棄物の処理 

＜事象＞ 

○ 約５４，０００㎥以上の土砂流出による災害であり、被害

を受けた家屋等は１２８棟にのぼる。 

 

○ 住宅等に大量の土砂が流入しており、災害廃棄物と土砂が

混ざっている。 

 

＜課題＞ 

○ 住宅等から災害廃棄物を搬出するには、土砂と混ざった状

態で搬出しなければならない。 

○ 災害廃棄物と大量の土砂が混ざっている場合、それらを分

別した後でなければ、災害廃棄物を適切に処理することがで

きない。 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 県は、災害廃棄物の迅速かつ適正な処理のため、「岐阜県災害廃棄

物処理計画」（以下「県計画」という。）を策定するとともに、市町村

に対しては、県計画と整合した「市町村災害廃棄物処理計画」（以下

「市町村計画」という。）を策定するよう要請している。 

○ 県計画の実効性を高めるため、市町村と連携し、発災直後の災害廃

棄物の仮置場の設置や関係機関との連絡調整など、災害廃棄物処理対

応に関する図上演習を実施し、災害廃棄物処理に係る体制の強化を図

っている。 

 

＜検証＞ 

○ 住宅等所有者が土砂と混ざった災害廃棄物を住宅等から搬出する

にあたり、規模の大きさや作業の危険度により重機等を使用する必要

がある等の理由で個人での対応が困難な場合には、市町村が搬出を実

施（直接排除）することとなる。 

直接排除のために市町村が確保した重機等では十分でない場合は、

県が締結している災害時の応援協定に基づき、県が重機等と作業者を

確保し、市町村を支援することも想定する必要がある。 

○ 土砂と混ざった災害廃棄物を適切に処理するには、災害廃棄物の仮置

場とは別に、土砂と災害廃棄物とを分別する場所を設ける必要がある。 

 

 

 

◎ 災害廃棄物処理計画の改定 

【県・市町村】（環境生活部） 

・ 県は、土砂混じりの災害廃棄物が発

生した場合の対応について、水害や土

砂災害発生時に収集及び処理に配慮が

必要な事項として、県計画に加える。 

・ 市町村は、県計画と整合するよう、市

町村計画を改定する。 

 

○ 市町村との情報共有【県・市町村】 

（環境生活部） 

・ 県は、図上演習の際に、土砂混じりの災

害廃棄物が発生した場合の対応方法につ

いて、参加者が検討する機会を設ける。 

 

※平成３０年７月豪雨災害による被害棟数：関市２４０棟 
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３ 被災者支援等 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（11） 新型コロナウイルス感染症対策関係 

＜事象＞ 

○ ワクチン集団接種会場が避難場所となるなどして、２箇所

で接種が中止となり、約７８０人に影響した。 

○ ７月９日の記者会見で川勝知事は、避難が長引く可能性も

あるため、希望する方については優先的に接種できるよう医

療班と調整していると語った。 

○ ７月１９日から、静岡県が手配した送迎バスにより、新型

コロナワクチン接種の希望者を接種会場まで搬送した。 
 

＜課題＞ 

○ ワクチン集団接種会場が指定避難所となっている場合、災

害発生時に接種計画に影響が生じるケースがある（避難所稼

働による接種中止に伴う遅延等）。 

○ 避難者へのワクチン接種が滞ることにより、避難生活が長

期化した場合の感染リスクの増大が懸念される。 

 

 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 県は、危機管理部防災課長及び健康福祉部感染症対策推進課ワクチ

ン接種対策室長の連名で、ワクチン接種会場が指定避難所となってい

る場合は、防災部局とワクチン接種担当部局が連携し、ワクチンの保

管等に係る対策や避難所運営に支障が生じない形でのワクチン接種

の実施等の適切な措置を講じるよう市町村へ依頼している。 

○ 県の大規模接種会場２箇所のうち１箇所が指定避難所となっている。 

○ 市町村のワクチン接種会場（予定を含む）となっている避難所を調

査したところ、全避難所数１，９８６箇所のうち、３２市町村の７７

箇所がワクチン接種会場となっている（令和３年６月１４日時点）。 

 

＜検証＞ 

○ 県及び市町村は、災害時における集団接種会場の運用について、接

種中止とする場合は中止の基準や予約者の取扱いを予め整理してお

く必要がある。中止しない場合も避難スペースの確保等について、予

め整理しておく必要がある。 

○ 市町村は、避難所での生活が長期化し、避難者や運営職員がワクチ

ン未接種の場合の優先接種の考え方について、予め整理しておく必要

がある。 

 

 

○ 指定避難所となっている集団接種会場

におけるワクチン接種体制の検討 

【県・市町村】（健康福祉部） 

・ 県及び市町村は、災害発生時におけ

る指定避難所となっている集団接種会

場の運用方針や、避難生活が長期化す

る場合の優先接種の考え方について、

予め整理する。 
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４ 事前の防災対策 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（１） 土砂災害警戒区域等の指定と住民への周知 

＜事象＞ 

○ 静岡県は、土砂災害警戒区域等を３３，５２７箇所（令和２

年３月３１日時点）指定済みであり、土石流災害が発生した熱

海市伊豆山地区は、土砂災害警戒区域等に指定されていた。 

また、熱海市のホームページでは土砂災害ハザードマップが

公表されていた。 

○ 土石流災害が発生する前日には、静岡県と静岡地方気象台か

ら、熱海市に土砂災害警戒情報が発表されており、土砂災害発

生の危険性が高まっていた。 

○ 自宅近くを土石流が流れた後で避難したという熱海市の

８０代男性は「６０年間住んでいるが災害はなかった。逃げ

ようと思わなかった」と振り返る。 

（岐阜新聞令和３年７月１４日付掲載 共同通信社配信） 

 

＜課題＞ 

○ 土砂災害警戒区域内に居住していても、土砂災害への危機意

識は低い可能性がある。 

○ 住民が、平時から土砂災害ハザードマップを確認し、土砂災

害警戒区域等の土砂災害の恐れのある箇所を把握するととも

に、降雨時には土砂災害危険度に係る情報に基づき、早めに避

難することが重要である。 

○ 土砂災害ハザードマップの確認と災害リスクの認知を適切

な避難行動に結びつけるには、地域における土砂災害の危険性

を住民に周知し、正しく理解してもらうことで、住民の危機意

識を高めることが重要である。 

 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 土砂災害警戒区域等について、砂防設備の整備や土地利用の変化等

に応じて区域の見直しを実施しており、令和２年度末までに１５，９

９６箇所を指定済みである。 

○ 現在、高精度の地形データを使用した、土砂災害防止法に基づく基

礎調査を実施中である。 

○ 県は、土砂災害警戒区域等の指定に際して、住民及び地権者へ説明

会を開催し、土砂災害警戒区域等や基礎調査結果の周知をしている。

また、ウェブサイト「ぎふ山と川の危険箇所マップ」を作成し、閲覧

したい地区の土砂災害警戒区域等や基礎調査結果の確認ができるよ

うにしている。さらに、ウェブサイトの周知を図るため、案内チラシ

をコンビニや商業施設へ配布している。 

○ 県は、市町村が土砂災害ハザードマップを作成するにあたり、マッ

プ作成に必要な資料の提供、技術的助言、ワークショップ等の開催、

研修会開催時の講師派遣等の支援を行っている。 

○ 県は、要配慮者利用施設の避難確保計画作成に関し、施設管理者等

を集め、土砂災害警戒区域等と施設や建物の位置関係に応じた避難の

方法等について説明を行っている。 

 

＜検証＞ 

○ 土地利用状況や地形の変動などに対応するため、土砂災害防止法に

基づく基礎調査を推進し、土砂災害警戒区域等の不断の見直しを進め

る必要がある。 

○ 土砂災害警戒区域等において、過去の豪雨災害における土砂災害の

被害から免れた事例等について住民への周知を行い、避難の重要性や

必要性を周知する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 土砂災害警戒区域等の指定の継続的な             

推進【県】（県土整備部） 

・ 県は、引続き、土砂災害防止法に基づ

く基礎調査を推進するとともに区域の

指定を行う。 

 

◎ 土砂災害警戒区域等の住民周知【県】 

（県土整備部） 

・ 県は、引続き、ホームページやチラシ

等の媒体を活用し、住民に土砂災害警戒

区域等を周知する。 

・ 県は、基礎調査説明会や砂防工事等の

説明会のほか、職員による出前トークや

市町村が行う防災訓練、小中学生を対象

とした総合学習の場などにおいて、土砂

災害警戒区域等ごとの具体的な危険性

について説明し住民の危機意識の向上

を図る。 

・ 県は、住民の適切な避難により土砂災

害の被害から免れた事例を広く住民に

情報発信し、土砂災害警戒区域等におけ

る避難の重要性や必要性を周知し、住民

の危機意識の向上を図る。 

 

 

・ 奥田洞谷（郡上市大和町島地内）で
は、平成３０年７月豪雨による土石流
発生後、現場の状況や対策工事の進捗
状況等について、地域住民に情報提供
し、また避難の重要性についても丁寧
に説明してきた。 

・ このことにより、住民の方々の危機
意識が向上し、令和２年７月豪雨によ
る大崩壊の際にも、全員が事前に避難
をしていただけた。 
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４ 事前の防災対策 

静岡県（熱海市）の災害経験を踏まえた教訓 岐阜県における現状 及び 検証結果 今後の対応 

 

（２） 治山、砂防事業の実施 

＜事象＞ 

○ 土石流災害が発生した逢初川上流部には、平成１１年に整

備された砂防えん堤１基があり、４，２００㎥の計画容量を

超えた約７，５００㎥の捕捉効果があったと推定される。 

○ 土石流発生直後より、国の土砂災害専門家らによる現地調

査が行われ、斜面監視装置の設置や、捜索作業中止判断基準

の提案等の技術的助言が実施された。 

○ ７月１５日の静岡県知事からの要請を受け、国は直轄施工

による緊急的な砂防工事を実施することとし、不安定部の除

去、既設砂防えん堤の除石、仮設ブロックえん堤の設置や砂

防えん堤の新設等の土石流対策を行うこととなった。 

 

＜課題＞ 

○ 土石流災害の防止のためには、治山施設・砂防施設の機能・

効果を十分に発揮させることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・取組み状況＞ 

○ 治山施設・砂防施設が確実に機能を発揮するように、堆積した土砂

の除去を必要に応じて実施するほか、「岐阜県治山施設長寿命化計画」

「岐阜県砂防施設長寿命化計画」に基づき計画的な施設点検や補修・

改築を行っている。 

○ 山地災害により崩壊、荒廃した林地や渓流の復旧を行うとともに、

渓流の勾配が急で土石流の発生リスクの高い箇所等の事前防災対策

を実施するため、優先順位をつけて治山施設の整備を推進している。 

○ 土砂災害から県民の安全・安心を確保するため、「八山系砂防総合整

備計画」に基づき、優先順位をつけて砂防施設の整備を推進している。 

○ 土砂災害監視システムや雨量計のほか、土砂流出を想定した仮設ブ

ロックなど被災した公共土木施設の迅速な復旧を図るための資機材

を整えて、平成２９年度に県内７箇所に災害時応急対策用資機材備蓄

拠点を整備したほか、特に使用頻度の高い資機材を備蓄するサテライ

ト拠点を県内３箇所に整備した。 

  平成３０年７月豪雨や令和２年７月豪雨では、これらの資機材を有

効活用して、公共土木施設の早期復旧に役立てている。 

 

 

＜検証＞ 

○ 土砂の捕捉機能を回復するため、治山施設・砂防施設に堆積した土

砂を撤去する必要がある。 

○ 土砂災害発生時の被害を予防、軽減するため、計画的に治山施設・

砂防施設の整備を進める必要がある。 

 

○ 災害時に迅速かつ安全な応急対策が可能となるよう、必要な箇所に

備蓄拠点を追加整備するとともに、土石流の発生源を監視するための

資機材を充実する必要がある。 

 

○ 治山施設・砂防施設の適切な維持管理

【県】（林政部、県土整備部） 

・ 土砂等の異常堆積により、水通し部

分が閉塞している治山ダムにおいて

は、早期に機能を回復させるため、県

は、堆積した土砂等の撤去を実施する。 

・ 土石流を捕捉した砂防えん堤について

は、捕捉機能を早期に回復するため、県

は、堆積土砂の撤去を緊急的に実施する。 

・ 県は、「岐阜県治山施設長寿命化計

画」に基づき、計画的な施設点検や補

修・改築を継続的に実施する。 

・ 県は、「岐阜県砂防施設長寿命化計

画」に基づき、計画的な施設点検や補

修・改築を継続的に実施する。 

 

○ 治山施設・砂防施設の計画的な整備

【県】（林政部、県土整備部） 

・ 県は、土砂災害発生時の被害を予防、

軽減するため、土砂災害対策が必要な箇

所に治山施設・砂防施設を整備する。 

 

◎ 備蓄拠点の追加整備と有効活用【県】 

（県土整備部） 

・ 県は、県内に整備済みの災害時応急

対策用資機材備蓄拠点に加え、迅速か

つ安全な応急対策が可能となるよう更

なる追加拠点の整備を進めるととも

に、必要な資機材の追加配備を進める。

【再掲】 

・ 県は、土砂流出の可能性がある盛土が

確認された際は、備蓄資機材を活用した

緊急的な警戒避難体制を構築し、対象と

なる地域の住民の安全確保を図る。 

 

 

 

 

 

 

＜治山・砂防施設の整備状況＞令和２年度末時点 

 総件数 施設整備着手 

山地災害危険地区 7,243 5,347 

土砂災害警戒区域等 15,996 2,017 

 

＜災害時応急対策用備蓄資機材＞ 

 土砂災害監視システム、雨量計、根固めブロック、大型土のう袋、 

ブルーシートなど 

備蓄拠点 揖斐、美濃、郡上、多治見、恵那、下呂、高山 

サテライト拠点 岐阜、可茂、古川 
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